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河田幸視

1.位置づけ

本書はNewhorizons in environmental eco-

nomicsの、シリーズの 1冊として. 2006年に Ed-

ward Elgarから出版されたもので，環境経済学

へ実験的手法の適用を試みた，新しく意欲的な書

籍である.全8章で構成され，いずれの章も査読

を経て掲載に至ったものであり，各章は個別に読

むことができる.編著者の List氏は 1968年生ま

れで， 2005年からシカゴ大学の教授職にあり，

氏がウェブ上で公表している CVによると 130本

もの学術論文を有している.List氏の専門はミク

ロ経済学における実験的手法の適用で，環境経済

学の分野でも多くの業績がある.

経済学は実験ができない学問であることは，従

来はほぼ通説であった.合理的経済人 (homo

economicus)が礎に据えられ，一定の条件の下で

は経済主体の合理的行動がパレート効率的な資源

配分をもたらすなどいくつかの基本的な性質の下

で，近代経済学は発展してきた.こうした流れを

大きく変える契機となったのが. 2002年にノー

ベル経済学賞を受賞した D.Kahnemanのプロス

ペクト理論であり，行動経済学の発祥，その一分

野としての実験経済学の進展であったといえる.

とはいえ，それ以前にも経済学における実験的

取り組みはなされていた. 4章では Horowitz氏

が「実験経済学と環境評価は共に成長してきたJ
と述べ，評価実験(va1uationexperiments)にお

ける 1964年 の Becker-DeGroot -Marshack 

(BDM)メカニズムを一例として挙げている.本

書を通読して感じることは，環境経済学は比較的

早くから実験的手法を取り入れてきたことであ

る.そうではあヲても，本格的取り組みはやはり

着手されたばかりであり，本書はその最先端を垣

間見るのに好適といえよう.

2.構成と内容

List氏の整理によると，前半の 1-4章は費用

便益分析の改善を意図したもの，後半の 5-8章

は資源の最適利用と規制に関する重要な側面を扱

ったもので，特に最終章は行動経済学と非市場評

価についての議論を含んだ総括である.以下，各

章の内容を簡単に紹介したい.

第1章("Anchoringand yea-saying with pri-

vate goods: an experiment" by 1. Bateman， A. 

Munro， B. Rhodes. C. V. Starmer and R. Sug-

den) :本章は. CVMにおける誘出効果(elicita-

tion effects)の根因を実験的手法で検証したもの

である.まず，オープンエンド方式(OE)と二肢

選択(DC)の支払意志額を比較すると，前者の方

が平均値でも中位値でも低い値をとっており，そ

うした結果がでる理由としてアンカーリング(an-

choring:被験者が回答前に接した数値的情報に

回答が引っ張られること)と肯定的回答(yea-say-

ing)の可能性があることが指摘される.被験者の

周11染の程度が異なる 2つの私的財を用いて 185名

を対象に実験がおこなわれ，統計的検定の結果，

アンカーリングが生じているとはいえないが，肯

定的回答は有意に観察されたとする.従来の研究

ではアンカーリングが認められているという，本

研究との結論の相違の理由を，それらの研究では

被験者が評価経験の乏しい財を対象としているこ

とに求めている 最後に，質問方式として. DC 

が必ずしも OEよりも優れているとはいえないと
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言命じている.

第 2章(“Marketprice endogeneity and accu-

racy of value elicitation mechanisms" by J. 1. 

Lusk and M. Rousu) :第 2-4章では，仮説的バ

イアス (hypotheticalbias ;仮説的な評価実験と

実際の選択での反応の差)が共通の課題となって

いる.理論的には，内生的に決まった市場均衡価

格を用いる価値誘因メカニズム (valueelicitation 

mechanisms:代替的政策の効果の検証や環境ア

メニティの評価などで用いられる手法)と外生的

に与えられる場合を取り上げたとき，理論的に決

まった市場均衡価格を用いる価値誘因メカニズム

とは同値であるが，実証的知見からは異なる結果

になることが示唆されている.そこで本章は，内

生的に決められた市場均衡価格を用いる second

およびrandomnth price auctionと外生的に決

まる BDMメカニズムを取り上げ，これらのメカ

ニズムで出された付け値が真の値とどの程度耳障離

するかによって両メカニズムの比較をおこなっ

た.実験の結果，内生的市場均衡価格を用いる場

合の方が非市場財に対して正確な価値付けがなさ

れるとする.また，その理由として，これらの方

法のほうがBDMよりも被験者に馴染があるの

で，精度が高くな古たのかもしれないと考察して

いる.実際には，実験の場で内生的市場均衡価格

を用いることが困難なことがある.そうした場合

には BDMを用いてもよいであろうとしている.

第 3章(“Hypotheticalbias over uncertain out-

comes" by G. W. Harrison) :本章は，不確実性

が存在する場合の仮説的バイアスに関する先行研

究がレビューされている.環境評価の対象となる

プロジ、エクトは，実際にプロジェクトを実施した

場合に実現される環境質などが，事前の予測とは

議離しうる(例えば，水質改善プロジ、エクトで，

予測される BODと実際に達成できる BODの水

準は必ずしも一致しない)という意味で，結果に

不確実性を有している.被験者に提示するシナリ

オにおいて，この不確実性を人為的に取り除こう

とすると，被験者がシナリオの信頼性に疑念を持

って調査が失敗に帰すのみならず，被験者自身が

主観的に立てた仮説に基づいて回答をおこなって

しまう危険性がある. 3.1節から 3.3節では先行

研究がレピューされ，実際の反応の方が，仮説的

な状況での反応よりもリスク回避的になる'ことな

どが紹介される. 3.4節では関数型が仮説的バイ

アスの発生に与える影響が紹介され. 3.5節で

は， CVMにおいて，不確実性についての明確な

言及を入れる必要性などが述べられる. 3.6節で

は，重要な文献として Camererand Hogarth 

(1999)を取り上げ，内容の紹介や，その結論が誤

って引用されていることが指摘されている.

第4章(“Theuse of a real-money experiment 

in a stated-preference survey" by J. Horowitz) : 

本章は，環境評価における表明選好法を取り上

げ，これが仮説的であること (hypotheticalness)

のために生じる影響を最小化すべく，現金を用い

た実験を先行しておこなう方法を提唱している.

4.2節では，これまでさほど扱われていない環境

評価と実験経済学との関係について簡潔な整理が

なされ， 4.3節では，仮説的バイアスが扱われ

る. 4.4節では，メインの質問をおこなう前に被

験者は小物(マグカップ，懐中電灯など)を受け取

り，最低限いくらもらえればそれを実験者に戻す

か(WTA)が尋ねられる.その後，実験者がラン

ダムに選んだ金額を，半分以上の被験者の WTA

が超えていれば全員が小物と引換に現金を受け取

り，半分に達していなければ全員が小物を所持し

続ける.この現金を用いた先行実験の後に，本来

の対象が評価される.筆者の意図は，先行実験を

実施することによって，表明した選好が全体の意

思決定に反映され，小物や金銭の取引がなされる

過程を被験者に実際に体験させて，本来の対象の

評価にいっそうの現実味を持たせることにある.

第 5章(“Mechanismsfor addressing出ird-

party impacts resulting from voluntary water 

transfers" by J. J. Murphy， A. Dinar， R. E. 

Howitt， E. Mastrangelo， S. J. Rassenti and V. 

1. Smith):本章は，アメリカ西部でおこなわれ

ている自発的水移転において発生する第 3者への

影響を勘案した， 3つの代替的な方法を比較検討

したものである.水移転のために水流が減少する

と，環境や非消費的水利用に影響がおよび，水移

転に直接関与しない第 3者が負の影響を被る.筆

者らはコンピュータを利用した市場を構築して，
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1)第3者の市場への参加(3PBuyer)を検討する

とともに， 2)水移転時に徴収した税金を，影響を

受けた第3者に配分する方法を提示し， per unit 

tax (Unit Tax)とrevenuetax (Rev Tax)の2つ

のケースを検討している. 3 PBuyer制度では，

非消耗的水利用は公共財的性質があるために，第

3者のフリーライドや戦略的行動が起き，市場に

不安定性が生じることで，本制度の結果得られる

はずの効率性が損なわれる可能性があることが示

された.課税では，社会的厚生の最大化の実現は

難しいものの，とりわけ RevTax制度はこれら

3手法の中で結果が最も効率的であり， 3 PBuyer 

制度と同程度の余剰が実現でぎるとする.

第 6章(“Peerenforcement in CPR experi-

ments: the relative e:任ectivenessof sanctions 

and transfer rewards， and the role of be-

havioural types .. by D. van Soest and J. 

Vyastekova) :本章は，仲間内での規制 (peer

regulation)に関する実験を，これまで適用例が

ほとんどない CommonPool Resource(CPR)を対

象として実施したものである.所有権がないこと

が環境問題の核心の 1つであるが，資源へのアク

セスが限定されていても appropriationexternali.同

ty (ある資源利用者の利用量の増加が他の資源利

用者達の純利用量をその瞬間であれ，経時的であ

れ減少させること)が存在すると，社会的にみて

過剰な資源利用に帰着しうる.この問題の解決策

として，仲間内での規制についての研究が，特に

資源の過剰利用者に対する「制裁」と，過剰に利

用しなかった者に対する「褒賞」について数多く

なされており，制裁の方が効率的であることが一

般に知られている.本章では CPRの文脈で実験

をおこない，制裁も褒賞も効率性の改善に寄与し

ないという結果を得ている.ただし，継続的に実

施しなければ効率性を保てない褒賞と異なり，制

裁は次第に実行の可能性を示唆するだけで効力を

発揮するようになるため，実験ラウンドが増える

と，制裁の効率性は高くなる可能性があるとして

いる.

第 7章(“Experimentalapproaches to under-

standing inter-cultural con白ctover resources" 

by P. J. Ferraro and R. G. Cummings) :本章は，

グループ内に異なる文化的背景(民族，人種，宗

教的相違)を有するサブグループが存在する場合

に，人びとの行動に変化が現れるかを最後通牒ゲ

ームを用いて実証的に考察したものである.従来

の研究では民族，人種，宗教などが同じ人ぴとを

グループと捉え，グループ間の違いを研究してき

たが，現実には同一国や地域の中には異なる集団

が存在することがある.そこで著者らは，米国ニ

ューメキシコ州在住のヒスパニックの人びととナ

パホ・インデイアンの人びとを被験者として，ど

ちらか一方のみで構成されるグループ，どちらか

が多数となるようなグループを作って最後通牒ゲ

ームを実施した.その結果，自分と同じ文化を持

つ人だけで構成されたグループにいる場合と異な

る文化の人びとも入っているグループにいる場合

とでは，行動に違いが生じるという結果を得た.

さらにこのことから，被験者が属する社会が単一

の人種等で構成されない場合には，人種等の違い

をダミー変数に反映させるという従来の方法は再

考を要することも付言している.

第 8章(“Behaviouraleconomics and the valu-

ation of non-marketed goods and services" by 

W. Adamowicz， J. E. Alevy and J. A. List) :本

章では，選好の逆転(preferencereversal)の中で

も，近年関心が高まっている評価手法 (evalua

tion modes)に関する話題が扱われる.これまで

の心理学や行動経済学での研究から，状況から得

られる手がかり (contextualcue)が人ぴとの選択

に大きく影響することがわかっている.評価方法

が違えば状況から得られる手がかりも異なり，選

好が逆転する可能性がある.8.2節では，この問

題についての重要な文献がレビューされ，さらに

8.3節では，環境政策の文脈で文献レビューがな

される.単一の選択肢のみが評価される sepa-

rate evalmitionタイプの CVMと複数の選択肢が

同時に評価される iointevaluationタイプのコン

ジョイント法との比較では，数少ないこれまでの

研究の大半で両者の評価額が大きく議離したこ

と，いずれの手法が高い額になるかは一貫してい

ないことなどが指摘される. 8.4節では，単独で

評価することが容易な属性と難しい属性が存在す

ることが， separate evaluationタイプと ioint
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evaluationタイプの評価手法の聞で選好の逆転が

生じる理由であると説明する evaluabilityhy-

po也esisの紹介や，感情的で衝動的な wantself 

と合理的で冷静な shouldse狂のどちらが優位に

立っかによって両タイプの評価手法における選好

の逆転を説明する既存研究の紹介などがなされ

る. 8.5節では，環境改善に関する決定は，単に

選択される手法の相違によって影響を受けてしま

うことから，今後の研究のあり方について言及が

なされ，最後に 8.6節で結論が述べられる.
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で提示される先行実験では，被験者が財を突然i度

される.この状況の違いが，本来の評価対象の評

価の仕方に影響をもたらす可能性があるかもしれ

ない.本章の手法の有効性を担保するためには，

必ずしも容易ではないが，やはり検証が侯たれ

86 

る.

第6章については， CPRを対象として，従来

とは異なる結論を出しているものの，実験回数を

増加させると従来と同様の結論になる可能性があ

ることが示唆されている.今後の知見の蓄積が倹

たれる.なお，合理的経済人について考察されて

いるのは 6章と日章だけである.このことは，本

書のタイトルとは別段矛盾はしないものの，今

後，環境経済の文脈で，合理性に関する研究がさ

らに進むことを期待したい.

本書は約 1ページの Introductionを除くと，

後は全8章の論文のみで構成され，その意味で簡

潔である.最終章は， I行動経済学と非市場財・

サービスの評価」というタイトルや， Introduc-

tionのList氏の言葉にあるように，総括的な側

面を有し，この簡潔さを一部補おうという意図が

窺われる.しかし，本書の前半の章とは異なるテ

ーマを扱い，後半に配置された資源経済学分野の

諸章とは関連が薄いことから，総括の役割はほと

んど果たせていない.むしろ List氏による全体

を通じた解説の章を別に設け，そこに紙面の一部

が割かれでもよかったのではないかと感じた.

とはいえ本書は，上記程度の指摘では微動だに

しない高いクオリティーを有した諸章で構成され

ていることは疑いない.環境経済学における実験

的手法を学ぽうとする者にとっては，最先端を把

握でき，また，新しい研究の着想を刺激されるよ

き先達であると締め括りたい.
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3.所感

以下では，一部の章のみではあるが，気づいた

点を指摘したい.第 1章については，環境評価の

ような被験者に馴染が薄いケースではアンカーリ

ングがいっそう生じやすくなるという可能性が，

本研究と先行研究を基にして指摘されている.本

書は環境経済学分野に属す書物であるため，本書

の内容が私的財を用いた実験に終始し，上記の環

境評価と係る結論が，先行研究に依拠しつつ間接

的に述べられたにとどまっている点が残念に思わ

れた.とはいえ，本書の検証方法はよく練られた

ユニークなものであることには変わりはない.同

様に，第 7章では，環境経済学分野での応用が結

論の末尾などで示唆される程度にとどまってい

る.本章は既に十分な価値を有する論考ではある

が，著者らが例示する自然資源をめぐる交渉，例

えば，コミュニティーベースド・マネシ、メントの

場において，具体的にどのような事例があるのか

などが例示されれば，環境経済学者にとって，さ

らに示唆に富む章になったと思われる.

第4章については，仮説的バイアスの発生を抑

制するために，本来の対象を評価する前に現金を

用いた評価実験が先行的におこなわれる.筆者が

最後に正直に指摘しているように，この先行実験

が仮説的バイアスの抑制にのみ作用し，その他の

副作用をもたらさないかどうかは検証されていな

い.例えば，本来の評価対象が環境財のとき，そ

れは自然に存在するものである.ところが，本章
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